
式第 12号 (法 第 28条関係)

令和 1年度 事業報告書

特定非営利活動法人 中国帰国者・ 日中友好の会
1事業の成果

・平日の相談窓口に並行して、毎月一回土曜日に弁護士による無料相談会を設け、帰国者などが直面している事故や事件、在留資格、

、支援給付等様々な問題の解決を手伝い、帰国者等の利益を守るために尽力した。
「中華人民共和国」が設立70周年を際し、中国駐日本国大使館と在北京日本大使館の後援名義を受け、「日中友好・報恩感謝訪間団」

成して、四川省と北京を訪間、現地の人々と交流し、日中両国国民の相互理解を図つた。
・餃子工房は引き続き帰国者に職能開発の場を提供した。
・「介護事業部」を順調に運営して、体が弱い帰国者等に安心して老後を過ごしてもらうよう、サービスを提供している。

2.事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に る (事業費の総費用 【38,018】 千円)

★会員や関係者の新型コロナウイルスの感染を防ぐために、2月 中旬以降の交流事業をすべて中止になり、いつ再開するか状況を見極

めながら判断する。

(2)その他の事業                                 (事 業費の総費用 【  0】 千円)

事 業 辛1及 告 用

定款 に記 載 さ

れた事業名
事 業 内 容

施

時

実

日

施

所

実

場

従 事 者

の人数
受益対象者範囲

事業費の金額

(千 円)

2019年 4月 23ロ

2Ot9+ 4E -

2020+3 fl
120メ、

約 20人

32ノ、

約 30人

1)ヤ 国残留

邦人等の社会福

社夫掟、戦業能

力閻分、人権擁

護事業社会福祉

事業

①支援相談窓回の設置

②弁護士による無料相談

(311111老 人ホーム慰間出演

④通所介護施設「―笑苑」へ慰間

⑤餃子の製造、販売

2019 4^ 202( 2

20te+4fr-
2020+3n

台東区所在のを

人ホーム

「― ,′ た_ェ ″サ||

木会贅子工″・2

事務室 3メ、

6ノ、

3メ、

5人

7メ、

帰回オ等モヽ

会員・一般人

帰回オ、その家族

及び一般人

帰国者.一般人

帰国者及び23せ 40人以上

3.521.147

計70人

約 20人

疋べ420人

35ノ、

30ス、

2′、

木会 lF数室

本会31F活動

室、.1ヽ 島会館

千丼ヤ共グ園
一△
ロ

一総

・

一ｍ
夕．

一
月

／

一県

セ

一玉

化

一埼

文

中国人使館

本会共室・活動室

20′、

13ノ、

23ノヽ

5ノ、

2メ、

5メ、
延 べ 150

人

201e+4 E

20)A+3n

2019年 4月 ヽ

2020年 3月

2019年 4月 1ロ

20191■ 4月 7曰

2019+98 30E

2019年 9月 ～

11月

2019年 10月 14ロ

2019年 10月 17ロ

～26ロ

2019や「 11月 7ロ

5′
′、

5ノ、

2′、

・1国

口′|1省 ・■京市

調布体育館

日本橋社会教育

会館

浅早 えヽ30人

計45人

15ノ、

計 40人

江′川区′
1ヽ オ′公

'||

さくらホール

2(19 4^-2020 3

2019年 11月 16曰

2020年 1月 17日

本会事務室

6ノ、

25メ、

9メ、

帰 国者、酒こ偶者及

び 2.3せ

帰国オや二せ、一

般人など

帰回者・夫掟者

帰回オ・え薇オ

帰回オ・在 日 Pヽ回

人

帰町者・一般人

帰回オ・一般人

帰回オ・一般人

帰回者・一般人

帰日者や一般人

会員と一般人

一般人

約 100人

疋べ900人

2)社 会 教

育、え化・芸

術人 はスポー

ツえ流、 ロヤ

友

`・
子

～
堆

進事業社会れ

育事業

Э日本語教室 (水、金)

②パソコン教室 (金 )

Э日本舞踊 I(月 )⑤楽器 (え )

◎音楽れ室(水 )⑦ 日本舞踊Ⅱ(水 )

Э健身舞踊(本 )⑨卓ネ(全 )

⑩夫極拳(全 )

Э東京桜国際合唱祭りに参加

Э中国大使館が主催する「中華人民共和
国設立70周年」記念パーティに参加

Э順天堂大学の「アンケート」に協力

⑩「合羽橋祭り」に餃子工房が出店

0「 日中友好・報恩感謝訪問団」を結
成して、四川省と北京を訪問
13第 10回 「中日武術太極拳演武交流大

会」に参加

⑩第1回 「国連平和の鐘」コンサート
に出演
⑩介護事業部「―笑苑・江戸川」1周年

①会報「家園」年3回発行

3中 国語れ室 (上 )

祖賀_バ
=_テ

ィ_

約40人 33.061.902

2019年 12月 1日

2A2A+3 A 3tA
水会所属迪所介

:責 ・訪 '1介霞

「一失た .

30ノ、 帰国オ・一般人
3)介 護福社

サービス事業

0介護保険法に基づく居宅サービス事業

②介護保険法に基づく介護予防サービス事業
③介護保険法に基づく居宅介護支援事業
①介護保険法に基づく地域密着型サービス事業

⑤介護保険法に基づく地域密着型介護予防サー
ビス事業
⑥介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援
総合事業
①障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス

事業
C上記事業にかかわる研修生の受け入れ事業

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施

所

実

場

従 事 者

の人数

受益対象者

範囲

受益対象

者人数

事業費の金額

(千 円)

な し

l⑫
「一災苑」江′,ll利 用者と花几

受益対象者

人数

帰国者及び一般人
|

1.435■ 3q



書式第 13号 (法第 28条関係 )

特定非営利活動法人中国帰国者一 日中友好の会

事 業 報 告 用

B

495,000受取

315,0(,0

180,00()

正会員受取
賛助会員受

受取寄附金

施設など受入評価益

7,442,000

3, 164,000

受取補助金 3,770,000

社会福祉・職能開発・人権擁護事業収益
社会教育・文化・芸術又はスボーツ交流、日中友好・平和推進事業収益
介護福祉事業収益

891,062
204,092

37,281,980

業収益

5 その他の収益

受取利 営.

43

53.548,177

用

]業費
(1)人件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費
賞与

雑給

20,104,252

17,045,238
257,400

055
514
045

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
減価償却費
通信連111費

事務用品費
租税公課
消耗品費
父際費
リーース料
水道光熱費
新聞図書費
広告宣伝費
管理諸費
支払手数料
厚生費
修繕費
材料費
賃借料
会費
保険料
地代家賃
車両費
外注工賃
雑費
施設など評価費用

棚卸差
:費計

181,561

1,639,583
2,097,906

609,773
204,317

49,952
926,360

0

363,113
587,537
25,927

0

215,447

815,906
54,169
74,910

1,306,63`4

68,580
0

298,020
4,048,000

1,513,486
2,525,818

238,986
3,464,000

68,000

21.377,935

1理費
(1)人件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費
賞与
雑給

1,980

2,179
51

540

12,884

17,634

令和 1年度 活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

|

′13
|

】 経 常 増

卜・合



旅費交通費
減価償去,費
通信運搬費
事務用品費
租税公課
消耗品費
交際費
リース料
水道光熱費
新聞図書費
管理諸費
支払手数料
修繕費
会議費
雑費

107

415

140

856

4

782
(:)

2973,

そ

193

1,

1,

2,

1.

0

331,374
107

0

0

29,911

41.872.007
B 11 676 170

C

固 産売却益
受取還付金

0

11

11

D

固

用

損益修正
産 売

当 期 経 常 外 増 減 額 C D ・② 11

11,676.181

税

:E

86,600
13.547,264
25.136.845

:外 収 島



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 1年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 中国帰国者・日中友好の会

19 736 753

(1) 形 固

その の

(2)無形

(3)

現金預金

餃子未収金

介護未収金

棚卸資産

前払い費用

11,423, 100

28,886

7,339,167

238,100

707,500

2,438,721

569,203

4,175,036

865,000

21,870

134,850

車両運搬具

什器備品

建物附属設備

ソフトウェア

借地権

敷金

リサイクル預託金

保証金

【A】 資 産 合 計 ①+②

の

1

+

0

804 598

589 581

B-1

2.804.598

当期正味財産増減

未払金

預 り金

仮受金

2,538,265

266,333

0

長期借入金

退職給付引当金

13,547,264前期繰越正味財産額

【B-2 産 の 部正

正 25.136.845



書式第 16号 (法第 28条関係)

令和 1年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会 計基 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正

O 棚卸資産の評価基準及び評価方法
原材料・仕掛品・商品―移動平均法による原価法
商品・貯蔵…総平均法による原価法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産税及び什器備品の減価償却は定率法或いは定額法により償却 しています

事業費と管理費の按分方法
事業費のみに使用 した経費と管理費のみに使用 した経費の割合によつて、それぞれの経費を按分 しています
人件費 (給料手当、雑給、賞与、法定福利費、福利厚生費)な ど共通費用については、事業費に按分された費用にさらに事業別に
配分を行つている。

(1)中 国残留邦人等の社会福祉支援、職業能力開発、人権擁護事業 60%
配分割合 :  (内 訳は中国残留邦人等の社会福祉支援、人権擁護事業  30%、 職業能力開発 30%)

(2)社会教育、文化・芸術又はスポーツ交流、 日中友好・平和推進事業 30%
(3)介護福祉サー ビス事業 10%

特定非営利活動法人 中国帰国者・ 日中友好の会

NPO法人会計基準協議会)に よっています

●

C

2事業別損益の状況

ア1日

職能開発

職業能力開発・人権擁護事業社会福祉支援

社会福祉

社会教育.文 化・芸術又はスポーツ
交流.日 中友好・平和推進事業

介護福祉|―ビス事業 事業部門言| 管理部門計 合 計

I経 常収益

1受取会費

2受 取寄付金

3員 取助成令

4事 業収益

3,000,(:)00

37,281,980
5そ の他の収益

3,770,000

38,377,134

経 5そ の他の収益

888,362

531,0()0

204,092

43

495,000

7,442,000

50.084.17フ

495,000

7.442.000

3.フ フ0.000

38,377.134

43

16,849,()20 17,045,238 17,047,218

41,478

給料手当

=定
福利費

推■.

賞与

人件責計
=利

厚生費

Ⅱ経常費用

1.人件費

１

一‐
一

65 406

17 838

74

65,406
71,974

425,6151,815
7,838
1,685
8,718

1,685
582,518

17,838

65 4()6

71 974
425,615

1,685
582,518

0

730,000

0

17,b20,′198

783,514

257,400
2,013,045

5,055
20,104,252

1,980
2,179
12,884

540

51

17,634

2.025.929

784.054

5,106

20.121,886

259,579

61,295
1134

20,432
49,545

2()4,317

49,952
1,856

4

206.173

49.956

824,236 926,360 78229,256 42

0

927.1

283,350 1,012,481 1,639,583 1,107 1,640,690

2,140 611.913

366,410

158,328

36,311

568,364
12 950

54,169

363 113

609,773

587,537
25,927
54,169

3,297
193

168,560 215,447
815,906

331,374
107

2,097,906 1,415

25,927

587,730

54.169

546.821

816.013

2.099.321

74.910

181.561

15,629

3,690
92,012

12 977

0

31,222

139,150
108,931

6,391

2,525.318

1,306.634

61,295
134

ｏ

■

ｏ

164

72 553 239

108

25,8 1 2

197 ('94

15 (う 29 15 629

190 582

47,026

108,934
6,391

742

61,295
139

()

153,170

6.391

5,484

934

S()3,194

2 525

910

150,339

1,108,640

1,794,996

.818

0

298.020

4.048,000

74,910

181,561
2,525,818
1,306,634

0

298,020
4,048,000
1,513,486

68,580

298 020

4,048,()00

1,513,,486

29,911

2.そ の他の経費
1事務用品費

■■ ′`課

l肖 1耗 品費

1管理諸費

車両賛

議賓

会 費

雑貨

謝礼金

交際費

旅費交通費

賃借料

支払手扶料

新聞図書費

厚生費

減価償却費

11窪費

1外注工貨

1料理材料癸

保険料

地代家賃

通信運111:費

ツーース料

水道光熱費

2,711
68, ||
17,600

68,58()

372,186

268,847

18,286,121

1.513,486

68.580
0

その他の費用計 496,953 1,122,958 852,620
218,625

15,441,404

238,986
17,913.935

239,000

2,700

期末期 首差

3.```

三二壺ロエ三二

_____上 ________



3施設の提供等の物的サービスの受入の内訳 (単位 :円 )

内 容 金額 算定方法

事務所の無償利用 3,464,000 借主と貸王の間に締結 した賃貸契約書に記載 している金額により

4使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

円 )

5固 定資産の増減内訳

科目

有形固定資産

車両・運搬具

什器備品

敷金

リサイクル預託金

保証金

期首取得価額

4,770,485

2,006,352

1,023,850

865,000

21,870

254,550

取得 期末帳簿価額

4,175,036

2,438,721

569,203

865,000

21,870

134,850

6借人令′)増減内訳 (早位 :円 )

科 H 期首残高 当期借入 当期返済

長期借入金

合計

内容 期首残高 当期増加額 備 考当期減少額 期末残高

介護福祉事業指定
寄付

1,5)0,()00 1,500,000

合計
|

|   |

|    |

「

~~~「 ~~丁~~~



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 1年度 財産目録

事 業 報 告 用

現金預金
手元現金

三菱東京 UFJ銀 座通支店 (NPO)

郵便振替口座 ゆうちょ銀行 (NPO)

三菱東京UFJ銀 座通支店 (事業)

郵便振替口座 ゆうちょ銀行 (事業)

三菱東京UFJ銀 座通支店 (介護)

三菱東京UFJ銀 座通支店 (介護 )

資 産

支福祉 力職業能 発開 柱人 事 業擁 護

前払費用 707.500

28,886
7,339,167

135,362

2,()07,793

436,319

192, 101

2,131,343

11,407

6,508,785

40.500
197,600

製品在庫
貯蓄品

収金

中国残留邦人等の社会
介護福祉サービス事業

569,213

4. 175.036

(1) 形

2,438,721

建物附属設備
内装など

器備品

急速凍結庫など

車両運搬具
事業用車両

(2)

【A】 資 産 合 計 0+②

敷金

リサイ クル預託金

保証金

S65.000

21.871

1● 4,35(,

27.941.443

3月 分介護職員給与
3月 分介護職員交通費
アルバイ ト給与
アルバイ ト交通費
介護事業社会保険料
社会福祉事業未払い給与・交通費
介護事業未払い手数,(業務委託 )

未払金

金
源泉徴収税

仮受金
仮受

仮受

退職給付引当金
職 員

【B-1卜負 債 合 計 ③十④ 2.804.598

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 25.136.845

特定非営利活動法人 中国帰国者… 曰中友好の会

2,053,400
113.249

159,600

3,100
84,756
41.660
82,500

■ ____五 _二 二 _」二 _量 __‐ _量 _



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 1年度 年間役員名簿

平成31年4月 1日 から令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 中国帰国者 。日中友好の会

役  名 氏    名 住 所 又 は 居 所 就任期間
報酬を受けた

期  間

理事 イ ケ , ^ia池 田 澄 江

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事 軍が普彎背
H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事 ミヤザキヨシフミ

宮 崎 慶 文

H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事 77急篠
H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理事 ンラヤマメイ トク
自 山 明 徳

H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理事 カノウクニヒロ

過能 国弘

H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理事 タカハンヒデヤ

高 橋 秀 哉

H31年4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事 シュシキレイ

朱 式 嶺

H31年 4月 1日

～Rl年 6月 30日
無

理 事 オ ノテ ラ トシ

"カ小 野 寺 利 孝

H31年 4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事
ヤ スハラユキ ヒコ

安 原 幸 彦

H31年4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事 で各
ラ
澤∵

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事 マツモ トリエ

松本莉恵

H31年4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事 サ トウレイコ

佐藤麗子

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

|

|



理 事 スズキンズコ

鈴木静子
無

理 事 ナカムラケイコ

中 村 恵 子

H31年 4月 1日

～Rl年 6月 30日
無

理 事 卜|,ウ ミジュン

鳥 海 準

H31年4月 1日

～R2年3月 31日
無

理 事 スズ千ツイオ

鈴 木経 夫

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事
ツナシマノブアキ

綱 島 延 明

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理事 シミズヒロン

清水 洋

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事
マツ ダ コウベイ

松 田耕 平

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事
ニ タ クチクニヒロ

田 日 国 博
無

理 事 オオ タ

大 田

ノボル
ロ
チ
「

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理事 ナカムラ ヒロシ

中 村  広
無

理 事 オウ カイ リン
王  懐 林

無

理 事 ム ラマ ツ

村 松
ド リ

緑

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事
H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

理 事
オ ノタカスケ

小野 隆 輔

監事 カワイ ヒロユキ

河 合 弘 之

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

監事 タカハシ

高 橋 カツ

H31年 4月 1日

～R2年 3月 31日
無

I  H 31年 4月 1日
|

|～

R2年 3月 31日
 |

I  H 31年 4月 1日

|～

Rl年 6月 30日

I  H 31年 4月 1日

|～

R2年 3月 31日

I  H 31年 4月 1日

|～

R2年 3月 31日

ヒラサワチ エ コ

平 沢 千恵子

無
  Rl年 7月 1日

～
R2年3月 31日

|



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 中国帰国者・ 日中友好の会

氏    名

住 所 又 は 居 所

1 池 田澄江

2 宇都官孝良

3 宮崎慶文

河村忠志

0 白山明徳

6 大田 昇

7 平沢千恵子

8 安原幸彦

9 中村 広

10 米倉洋子

11 鈴木経夫

12

|

4


